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Ⅰ．平成１７年度住宅局関係補正予算配分方針

住宅局所管の補正予算については、安全上問題のある建築物及びアスベスト

に係る対策として、所要の予算が追加されたところである。

１．一般公共事業

一般公共事業については、構造計算書偽装やアスベストにより安全上問題

のある建築物対策のため緊急に必要な事業に重点的かつ効率的な配分を行う

こととする。

２．国庫債務負担行為（ゼロ国債）

公共事業の円滑かつ効率的な執行を図るため、事業の平準化を推進するこ

ととし、特に、積雪寒冷地域等地域の状況に十分配慮して配分を行うことと

する。

Ⅱ．平成１７年度補正予算配分総括表

【 総 事 業 費 】 （単位：百万円）

【　補　　助　】

 住　宅　対　策 15,000 9,747 24,747 2,279 27,026

地 域 住 宅 交 付 金 0 4,927 4,927 0 4,927

住宅市街地総合整備 15,000 4,820 19,820 2,279 22,099

 都 市 環 境 整 備

市 街 地 整 備

市 街 地 再 開 発 0 0 0 924 924

15,000 9,747 24,747 3,203 27,950

小　　　計 ゼ　ロ　国　債 合　　　計アスベスト対策 構造計算書偽装問題等への対応

合　　　　　計

区　　　　　　分

住宅都市環境整備



Ⅲ．事業別概要

１．住宅市街地総合整備事業

構造計算書偽装やアスベストにより安全上問題のある建築物等に対する対応

等が的確に行われるよう以下について配分する。

① アスベストによる被害の未然防止を図るため、多数の者が利用する建築物

のアスベスト対策の促進

② 住宅・建築物の耐震性に対する国民の不安を解消するため、耐震診断等を

全国的に促進

③ ゼロ国債については、積雪寒冷地域等の住宅市街地総合整備事業について

配分する。

住宅市街地総合整備事業 １９，８２０百万円

ゼロ国債（ 積雪寒冷地域分） ２，２７９百万円（１，５２３百万円）うち

２．地域住宅交付金

構造計算書偽装により安全上問題のある分譲マンション居住者に対する相談

・移転・除却・建替えまでの総合的支援について配分する。

地域住宅交付金 ４，９２７百万円

４．市街地再開発事業

ゼロ国債について、積雪寒冷地域の市街地再開発事業について配分する。

ゼロ国債（ 積雪寒冷地域分） ９２４百万円（９２４百万円）うち



Ⅳ．都道府県別等配分額

 １．アスベスト対策

【 補 助 事 業 】 （単位：百万円）

北　海　道 669 669 669

青　　　森 51 51 51

岩　　　手 186 186 186

宮　　　城 177 177 177

秋　　　田 36 36 36

山　　　形 420 420 420

福　　　島 1,008 1,008 1,008

茨　　　城 546 546 546

栃　　　木 93 93 93

群　　　馬 57 57 57

埼　　　玉 177 177 177

千　　　葉 84 84 84

東　　　京 447 447 447

神　奈　川 1,080 1,080 1,080

新　　　潟 519 519 519

山　　　梨 63 63 63

長　　　野 342 342 342

富　　　山 483 483 483

石　　　川 150 150 150

岐　　　阜 51 51 51

静　　　岡 162 162 162

愛　　　知 192 192 192

三　　　重 93 93 93

福　　　井 15 15 15

滋　　　賀 363 363 363

京　　　都 2,061 2,061 2,061

大　　　阪 27 27 27

兵　　　庫 1,071 1,071 1,071

奈　　　良 135 135 135

和　歌　山 468 468 468

鳥　　　取 57 57 57

島　　　根 63 63 63

岡　　　山 6 6 6

広　　　島 327 327 327

山　　　口 228 228 228

徳　　　島 0 0 0

香　　　川 51 51 51

愛　　　媛 297 297 297

高　　　知 0 0 0

福　　　岡 411 411 411

佐　　　賀 72 72 72

長　　　崎 291 291 291

熊　　　本 0 0 0

大　　　分 141 141 141

宮　　　崎 6 6 6

鹿　児　島 240 240 240

沖　　　縄 84 84 84

全　国　計 13,500 13,500 13,500

機　構　等 1,500 1,500 1,500

合　　　計 15,000 15,000 15,000

住　　　　　宅　　　　　対　　　　　策

住宅市街地総合整備 住　宅　対　策　計
区　分 住宅局関係合計



Ⅳ．都道府県別等配分額

 ２．構造計算書偽装問題等への対応

【 補 助 事 業 】 （単位：百万円）

北　海　道 0 0 0 0

青　　　森 0 0 0 0

岩　　　手 0 0 0 0

宮　　　城 0 20 20 20

秋　　　田 0 0 0 0

山　　　形 0 0 0 0

福　　　島 0 0 0 0

茨　　　城 0 0 0 0

栃　　　木 0 0 0 0

群　　　馬 0 120 120 120

埼　　　玉 0 120 120 120

千　　　葉 0 120 120 120

東　　　京 3,098 200 3,298 3,298

神　奈　川 1,829 200 2,029 2,029

新　　　潟 0 20 20 20

山　　　梨 0 0 0 0

長　　　野 0 120 120 120

富　　　山 0 0 0 0

石　　　川 0 0 0 0

岐　　　阜 0 120 120 120

静　　　岡 0 200 200 200

愛　　　知 0 200 200 200

三　　　重 0 120 120 120

福　　　井 0 0 0 0

滋　　　賀 0 0 0 0

京　　　都 0 120 120 120

大　　　阪 0 200 200 200

兵　　　庫 0 120 120 120

奈　　　良 0 120 120 120

和　歌　山 0 120 120 120

鳥　　　取 0 0 0 0

島　　　根 0 0 0 0

岡　　　山 0 0 0 0

広　　　島 0 0 0 0

山　　　口 0 0 0 0

徳　　　島 0 0 0 0

香　　　川 0 0 0 0

愛　　　媛 0 0 0 0

高　　　知 0 0 0 0

福　　　岡 0 147 147 147

佐　　　賀 0 120 120 120

長　　　崎 0 0 0 0

熊　　　本 0 0 0 0

大　　　分 0 0 0 0

宮　　　崎 0 0 0 0

鹿　児　島 0 120 120 120

沖　　　縄 0 13 13 13

全　国　計 4,927 2,640 7,567 7,567

機　構　等 0 2,180 2,180 2,180

合　　　計 4,927 4,820 9,747 9,747

区　分
住　宅　対　策

地域住宅交付金 住宅市街地総合整備 住　宅　対　策　計
住宅局関係合計



Ⅳ．都道府県別等配分額

 ３．ゼロ国債

【 補 助 事 業 】 （単位：百万円）

市 街 地 整 備

市 街 地 再 開 発

北　海　道 543 102 645

青　　　森 0 0 0

岩　　　手 150 0 150

宮　　　城 200 822 1,022

秋　　　田 0 0 0

山　　　形 0 0 0

福　　　島 0 0 0

茨　　　城 30 0 30

栃　　　木 0 0 0

群　　　馬 0 0 0

埼　　　玉 0 0 0

千　　　葉 0 0 0

東　　　京 0 0 0

神　奈　川 0 0 0

新　　　潟 200 0 200

山　　　梨 0 0 0

長　　　野 0 0 0

富　　　山 0 0 0

石　　　川 180 0 180

岐　　　阜 0 0 0

静　　　岡 50 0 50

愛　　　知 40 0 40

三　　　重 0 0 0

福　　　井 250 0 250

滋　　　賀 0 0 0

京　　　都 180 0 180

大　　　阪 0 0 0

兵　　　庫 0 0 0

奈　　　良 0 0 0

和　歌　山 0 0 0

鳥　　　取 0 0 0

島　　　根 0 0 0

岡　　　山 0 0 0

広　　　島 0 0 0

山　　　口 0 0 0

徳　　　島 0 0 0

香　　　川 0 0 0

愛　　　媛 0 0 0

高　　　知 0 0 0

福　　　岡 0 0 0

佐　　　賀 0 0 0

長　　　崎 0 0 0

熊　　　本 0 0 0

大　　　分 0 0 0

宮　　　崎 0 0 0

鹿　児　島 0 0 0

沖　　　縄 0 0 0

全　国　計 1,823 924 2,747

機　構　等 456 0 456

合　　　計 2,279 924 3,203

区　分
住　宅　対　策

住宅市街地総合整備
住宅局関係合計



Ⅳ．都道府県別等配分額

 ４．住宅局関係合計 【 アスベスト対策＋構造計算書偽装問題等への対応 ＋ ゼロ国債 】

【 補 助 事 業 】 （単位：百万円）

市 街 地 整 備

市 街 地 再 開 発

北　海　道 0 1,212 1,212 102 1,314

青　　　森 0 51 51 0 51

岩　　　手 0 336 336 0 336

宮　　　城 0 397 397 822 1,219

秋　　　田 0 36 36 0 36

山　　　形 0 420 420 0 420

福　　　島 0 1,008 1,008 0 1,008

茨　　　城 0 576 576 0 576

栃　　　木 0 93 93 0 93

群　　　馬 0 177 177 0 177

埼　　　玉 0 297 297 0 297

千　　　葉 0 204 204 0 204

東　　　京 3,098 647 3,745 0 3,745

神　奈　川 1,829 1,280 3,109 0 3,109

新　　　潟 0 739 739 0 739

山　　　梨 0 63 63 0 63

長　　　野 0 462 462 0 462

富　　　山 0 483 483 0 483

石　　　川 0 330 330 0 330

岐　　　阜 0 171 171 0 171

静　　　岡 0 412 412 0 412

愛　　　知 0 432 432 0 432

三　　　重 0 213 213 0 213

福　　　井 0 265 265 0 265

滋　　　賀 0 363 363 0 363

京　　　都 0 2,361 2,361 0 2,361

大　　　阪 0 227 227 0 227

兵　　　庫 0 1,191 1,191 0 1,191

奈　　　良 0 255 255 0 255

和　歌　山 0 588 588 0 588

鳥　　　取 0 57 57 0 57

島　　　根 0 63 63 0 63

岡　　　山 0 6 6 0 6

広　　　島 0 327 327 0 327

山　　　口 0 228 228 0 228

徳　　　島 0 0 0 0 0

香　　　川 0 51 51 0 51

愛　　　媛 0 297 297 0 297

高　　　知 0 0 0 0 0

福　　　岡 0 558 558 0 558

佐　　　賀 0 192 192 0 192

長　　　崎 0 291 291 0 291

熊　　　本 0 0 0 0 0

大　　　分 0 141 141 0 141

宮　　　崎 0 6 6 0 6

鹿　児　島 0 360 360 0 360

沖　　　縄 0 97 97 0 97

全　国　計 4,927 17,963 22,890 924 23,814

機　構　等 0 4,136 4,136 0 4,136

合　　　計 4,927 22,099 27,026 924 27,950

区　分
住　宅　対　策　計

住　　　　　　　宅　　　　　　　対　　　　　　　策

住宅市街地総合整備地域住宅交付金
住宅局関係合計



Ⅴ．配分箇所の具体事例

１．アスベスト対策

都道府県名 箇 所 名 配分額 事 業 概 要

百万円
○アスベスト改修型事業京 都 府 － 2,061
（優良建築物等整備事業）

アスベストによる被害の未然防止を
図るため、多数の者が利用する建築物
のアスベスト対策を促進する。

２．構造計算書偽装問題等への対応

都道府県名 箇 所 名 配分額 事 業 概 要

百万円
○住宅・建築物耐震改修等事業東 京 都 200－

構造計算書偽装問題を踏まえ、マン（世田谷区、
ション居住者等の耐震性に関する不安墨田区等）
が高まっていることから既存の住宅・
建築物について耐震性の調査及び耐震
診断等を行う。

東京都 他 東京都地域住宅 4,927 ○地域住宅交付金
危険な分譲マンション居住者に対す計画 他

る相談・移転、除却・建替えまでの総
合的な支援を実施する。

２．ゼロ国債

都道府県名 箇 所 名 配分額 事 業 概 要

百万円
○住宅市街地基盤整備事業北 海 道 ウトナイ住宅団 46

工事の早期着手、早期完成により、（苫小牧市） 地他１
積雪寒冷地における住宅宅地供給の促
進が図られるため、関連して必要とな
る公共施設整備（近隣公園）を推進す
る。
・地区面積 429.8ha
・総住宅供給戸数 1,314戸
・事業期間 2～19年度

宮 城 県 中央一丁目第二 822 ○市街地再開発事業
工事期間を確保することにより、積（仙 台 市） 地区

雪寒冷地域における市街地再開発事業
を推進する。
・地区面積 0.6ha
・主な用途 商業、業務、駐車場


